
住宅宿泊事業における衛生管理

国立保健医療科学院

生活環境研究部 建築・施設管理研究領域

阪東美智子

※ 本資料の作成にあたって、厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生課、堀田祐三子氏（和歌山大
学）、山田裕巳氏（長崎総合科学大学）、向山晴子氏（中野区保健所）にご協力いただいた。

1

令和２年度生活衛生関係技術担当者研修会



内容
• 民泊関連法の制定経緯と概要

• 民泊の動向（件数の推移、分布等）

• 民泊の衛生管理の実態
• アンケート調査から見た民泊事業者の衛生管理に対する意識

• インタビュー調査から見た清掃事業者の意識・対応

• アンケート調査から見た管理事業者の管理業務の実態

• 実測調査から見た民泊の衛生状態

• 実測調査から見た清掃の効果

• 自治体の対応（民泊条例の制定状況やその内容等）

• 新型コロナウイルス感染症対策（宿泊施設に対する補助金制度など）

• まとめ
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民泊関連法の制定経緯と概要
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厚生労働省より、都道府県、保健所を設置する市、特別区を対象に、
旅館業法違反のおそれがあると把握している事案、及びそれらの指導等の状況について調査したもの。

旅館業法違反のおそれがあると自治体が把握している事案

１．旅館業法違反のおそれがあると把握している事案

２．各年度において自治体が指導等に至った端緒

３．各年度における自治体の指導等の状況
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

①保健所における
巡回指導等 58件（44％） 498件（35％） 1,721件（16％） 1,104件（21％） 1,480件（26％） 198件（13％）

②近隣住民・宿泊者等
からの通報

54件（41％） 482件（34％） 3,721件（34％） 2,852件（54％） 2,336件（41％） 694件（44％）

③警察・消防等の関
係機関からの連絡

18件（14％） 216件（15％） 4,713件（43％） 360件（7％） 394件（7％） 127件（8％）

④管理会社等からの
連絡

－件（ －％） 111件（8％） 510件（5％） 595件（11％） 556件（10％） 234件（15％）

⑤その他 1件（1％） 106件（8％） 184件（2％） 344件（7％） 908件（16％） 310件（20％）

合 計 131件 1,413件 10,849件 5,255件 5,674件 1,563件

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

①営業許可を取得し
た

25件（19％） 76件（5％） 176件（2％） 180件（4％） 731件（13％） 165件（11％）

②営業を取りやめた 73件（55％） 533件（38％） 1,484件（14％） 1,279件（24％） 2,301件（41％） 467件（30％）

③指導継続中 11件（8％） 374件（26％） 3,042件（28％) 801件（15％） 505件（9％） 185件（12％）

④調査中（営業者と連絡が

取れないもの等）
5件（4％） 376件（27％） 5,779件（53％） 2,632件（50％） 858件（15％） 136件（8％）

⑤その他 19件（14％） 54件（4％） 368件（3％） 363件（7％） 1,279件（23％） 610件（39％）

合 計 133件 ※ 1,413件 10,849件 5,255件 5,674件 1,563件

平成30年３月末
平成31年３月末

（括弧内は対平成30年３月末比）
令和２年３月末

（括弧内は対平成31年３月末比）

総数 7,993件 2,965件（△5,028件） 1,624件（△1,341件）

※ 既に公表済みの平成３０年、３１年の総数を、最新のデータに更新。（下線部）

• 旅館業法違反の恐れ
があると把握される
事案が平成28年度ご
ろから急増。

• 自治体が指導等に
至った端緒を見ると、
近隣住民・宿泊者等
からの通報や警察・
消防等の関係機関か
らの連絡が多い。

• 指導等の状況を見る
と、たとえば平成28年
度～29年度は調査中

（営業者と連絡が取
れないもの等）が半
数を占める。

↓

適切な規制を行うため
の法整備が必要。

※ 平成25年度からの継続案件を含む。



「民泊サービス」のあり方に関する検討会最終報告書（概要）（平成28年６月20日）

〇 適切な規制の下でニーズに応えた民泊サービスが推進できるよう、類型別に規制体系を構築し、早急に法
整備に取り組むべき。既存の旅館業法とは別の法制度として整備することが適当。

＜総論＞

〇 既存のホテル・旅館に対する規制の見直しも、民泊への規制との均衡も踏まえ早急に検討すべき

〇 ホテル・旅館営業の一本化 〇 宿泊拒否制限規定の見直し〇 無許可営業者に対する罰則の見直し
〇 無許可営業者への報告徴収・立入権限規定の新設 など

＜ホテル・旅館に対する規制の見直し、無許可営業の取締り強化＞

（基本的な考え方）
〇 住宅を活用した宿泊サービスの提供と位置づけ、

一定の要件の範囲内で実施するもの

（家主居住型・家主不在型）
〇 住宅提供者は行政庁へ届出
〇 家主不在型は管理者に管理を委託
〇 管理者は行政庁へ登録

〇 住宅提供者、管理者は適切な管理（名簿備付け、
衛生管理、苦情対応、契約違反の確認等）

〇 宿泊者１人当たりの面積基準(3.3㎡以上)遵守
〇 行政庁による報告徴収・立入検査・業務停止・罰則
〇 宿泊拒否制限規定は設けない

（仲介事業者）
〇 仲介事業者は、行政庁へ登録
〇 行政庁による報告徴収・立入検査・業務停止・罰則
〇 法令違反行為を行った者の名称等の公表

（一定の要件）
〇 年間提供日数上限による制限を設けることを基本

として、半年未満（180日以下）の範囲内で適切な
日数を設定。既存の旅館等との競争条件にも留意

〇 住居専用地域でも実施可能。地域の実情に応じて
条例等により禁止することも可能

（所管行政庁）
〇 国レベルは国交省と厚労省の共管
〇 地方レベルの窓口の明確化と部局間での連携
〇 保健所その他関係機関における体制強化

（その他）
〇 制度設計の具体化に当たっては、地域の実情に配

慮することも必要
〇 「届出」及び「登録」の手続きはインターネットの

活用を基本とする

＜民泊の制度設計のあり方＞
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• 「規制改革実施計画」
（平成２７年６月３０日
閣議決定）において、
「民泊サービスについ
ては、関係省庁にお
いて実態の把握等を
行った上で、旅館・ホ
テルとの競争条件を
含め、幅広い観点か
ら検討し、結論を得る
（平成２７年検討開始、
平成２８年末結論）」

とされ、検討課題に対
応するため、平成27
年から計13回の検討
会を開催。

• 平成28年6月の最終

報告書に制度設計の
あり方やホテル・旅館
業に対する規制の見
直しなどが示された。



＜参考＞用途地域と建築制限
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出所：国土交通省「土地利用計画制度パンフレット」
（ http://www.mlit.go.jp/common/000234476.pdf）

• 都市計画法により、
用途地域が定められ
ており、用途によって
建築できる建物の種
類には制限が課せら
れている。

• ホテル・旅館は、「第
一種低層住居専用値
域」「第二種低層住居
専用地域」「第一種中
高層住居専用地域」
「第二種中高層住居
専用地域」には建築
できない。

• しかし、住宅は「工業
専用地域」を除いてど
の用途地域にも建築
できる。住宅宿泊事
業法に基づく民泊は、
住居専用地域でも営
業できる。→近隣住

民とのトラブルが起こ
りやすい。



〇 ここ数年、民泊サービスが日本でも急速に普及
〇 多様化する宿泊ニーズ等への対応
〇 公衆衛生の確保や地域住民等とのトラブル防止、無許可で
旅館業を営む違法民泊への対応 等

１．住宅宿泊事業者に係る制度の創設
① 都道府県知事への届出が必要
(年間提供日数の上限は180日(泊)とし、地域の実情を反映する仕組みの創設)
② 住宅宿泊事業の適正な遂行のための措置（衛生確保措置、
騒音防止のための説明、苦情への対応、宿泊者名簿の作成・
備付け、標識の掲示等）を義務付け

③ 家主不在型の場合は、上記措置（標識の掲示を除く）を住
宅宿泊管理業者に委託することを義務付け

④ 都道府県知事は、住宅宿泊事業者に係る監督を実施

背景・必要性 ※ 都道府県に代わり、保健所設置市（政令市、中核市等）、
特別区（東京23区）が監督（届出の受理を含む）・条例制定
措置を処理できる

２．住宅宿泊管理業者に係る制度の創設
① 国土交通大臣の登録が必要
② 住宅宿泊管理業の適正な遂行のための措置（住宅宿泊事業
者への契約内容の説明等）の実施と１②の措置（標識の掲示
を除く）の代行を義務付け

③国土交通大臣は、住宅宿泊管理業者に係る監督を実施

３．住宅宿泊仲介業者に係る制度の創設
① 観光庁長官の登録が必要
② 住宅宿泊仲介業の適正な遂行のための措置（宿泊者への契
約内容の説明等）を義務付け

③ 観光庁長官は、住宅宿泊仲介業に係る監督を実施

概要

○公布 平成２９年６月１６日
○届出等受付開始日 平成３０年３月１５日
○施行日 平成３０年６月１５日

住宅宿泊事業法の概要
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• 住宅宿泊事業
のアクターは
「住宅宿泊事業
者」「住宅宿泊
管理業者」「住
宅宿泊仲介業
者」の3者。

• それぞれのアク
ターで、監督官
庁が異なる。観
光庁や国土交
通省は観光業
や空家活用など
住宅宿泊事業
を推進するアク
セル的側面が
あり、都道府県
知事（保健所）
は公衆衛生の
確保や違法民
泊への対応など
ブレーキとして
の側面がある。



宿泊者の衛生の確保（法第５条関係）
①必要な措置について

・感染症等衛生上のリスクは、不特定多数の宿泊者が一カ所に集中することにより高まるものであるこ

とから、居室の宿泊者 1 人当たりの床面積を、3.3 ㎡以上確保することとする。

・届出住宅の設備や備品等については清潔に保ち、ダニやカビ等が発生しないよう除湿を心がけ、定

期的に清掃、換気等を行うこととする。

・寝具のシーツ、カバー等直接人に接触するものについては、宿泊者が入れ替わるごとに洗濯したもの

と取り替えることとする。

・宿泊者が人から人に感染し、重篤な症状を引き起こすおそれのある感染症に罹患し又はその疑いが

あるときは、保健所に通報するとともに、その指示を受け、その使用した居室、寝具、及び器具等を消

毒・廃棄する等の必要な措置を講じることとする。その他公衆衛生上の問題を引き起こす事態が発生し

又はそのおそれがあるときは、保健所に通報することとする。衛生管理のための講習会を受講する等

最低限の衛生管理に関する知識の習得に努めることとする。

・届出住宅に循環式浴槽（追い炊き機能付き風呂・24 時間風呂など）や加湿器を備え付けている場合

は、レジオネラ症を予防するため、宿泊者が入れ替わるごとに浴槽の湯は抜き、加湿器の水は交換し、

汚れやぬめりが生じないよう定期的に洗浄等を行うなど、取扱説明書に従って維持管理することとする。

②その他留意すべき事項について

・住宅宿泊事業の規模や実態に応じて、「旅館業における衛生等管理要領」を参考に、適切な衛生措

置が講じられることが望ましい。
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• 衛生管理については、
住宅宿泊事業法第5
条に規定されている。

• 清潔の保持、除湿、
定期的清掃・換気、リ
ネンの洗濯、感染症
患者への対応、レジ
オネラ予防などを必
要な措置としているが、
具体的な管理手法に
ついての記載はなく、
「旅館業における衛
生等管理要領」を参
考にして適切な措置
を講じることが望まし
いとされている。

→住宅を活用した民泊

に旅館業の要領の適
用は難しい側面もあ
る。民泊ならではの課
題も踏まえた対応が
必要。
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国土交通省 「住宅宿泊事業法に基づく民泊の管理業制度について」

• 住宅宿泊事業法に基
づく管理業務の内容
は、左及び次ページ
の表のとおりである。

• 「家主不在型」の場合
や、届出住宅の居室
数が5を超える場合、

住宅宿泊事業者は、
住宅宿泊管理業者に
住宅の管理を委託す
ることが義務付けら
れている。
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国土交通省 「住宅宿泊事業法に基づく民泊の管理業制度について」

• 住宅宿泊事業者は、
一つの住宅宿泊管理
業者に一元的に業務
を委託する（分割委
託はできない）。

• ただし、住宅宿泊管
理業者は、委託され
た業務の一部を自ら
の責任の下で専門業
者に再委託すること
が可能である（丸投
げは禁止）。

• 再委託された業務を
さらに再委託（つまり
再々委託）することを
禁じる規定はないの
で、一部の業務をいく
つもの業者に再々委
託することが可能に
なっている。



旅館業法の一部を改正する法律の概要
（平成29年12月8日成立、12月15日公布）

旅館業の健全な発達を図り、公衆衛生及び国民生活の向上に寄与するため、ホテル営業及び旅館営業の営業種別を旅館・ホ

テル営業へ統合して規制緩和を図るとともに、無許可営業者に対する都道府県知事等による報告徴収及び立入検査等の創設及

び罰金の上限額の引上げ等の措置を講ずる。

改正の趣旨

公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日（平成30年６月15日）

施行期日

１．ホテル営業及び旅館営業の営業種別の旅館・ホテル営業への統合
ホテル営業及び旅館営業の営業種別を統合し、旅館・ホテル営業とする。

２．違法な民泊サービスの広がり等を踏まえた無許可営業者等に対する規制の強化
(1) 無許可営業者に対する都道府県知事等による報告徴収及び立入検査等の権限規定の措置を講ずる。

(２) 無許可営業者等に対する罰金の上限額を３万円から１００万円に、その他旅館業法に違反した者に対する

罰金の上限額を２万円から５０万円に引き上げる。

３．その他所要の措置
旅館業の欠格要件に暴力団排除規定等を追加

改正の概要
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• 住宅宿泊事業
法の施行に合
わせて、旅館業
法の一部も改
正された。

• 規制改革推進
会議の意見を
受けて、構造設
備の基準や玄
関帳場の基準
が撤廃・緩和さ
れた。（詳細はp
次ページ以降を
参照。）

• 客室数の撤廃
により1室からで

もホテル・旅館
業が行えるよう
になった。



規制改革推進会議の意見 規制の内容 根拠 対応方針

旅
館
業
に
関
す
る
構
造
設
備
の
基
準
全
般

撤廃すべき

客室の最低数 ホテル：１０室以上、旅館：５室以上 政令
平成30年１月末に政令等を改正し、
撤廃（平成30年６月施行）

寝具の種類
洋室：洋式の寝具 政令

平成30年１月末に政令等を改正し、
撤廃（平成30年６月施行）

寝台の広さ・高さ・置き方等の規制 通知 平成29年12月15日に撤廃済

客室の境の種類
洋室：壁造り 政令

平成30年１月末に政令等を改正し、
撤廃（平成30年６月施行）

和室：壁、板戸、襖等による区画 通知 平成29年12月15日に撤廃済

採光・照明設備
の具体的要件

採光部分の面積が８分の１以上等、
照明の場所ごとの必要な照度の数値規制

通知 平成29年12月15日に撤廃済

便所の
具体的要件

ホテル：水洗式で座便式 政令
平成30年１月末に政令等を改正し、
撤廃（平成30年６月施行）

収容定員・便器の種類ごとの数値規制 通知 平成29年12月15日に撤廃済

公衆衛生等
の観点から
必要最小限
のものとす
べき

客室の
最低床面積

洋室：９㎡以上、和室：７㎡以上 政令
平成30年１月末に政令等を改正し、
見直し（平成30年６月施行）

入浴設備の
具体的要件

ホテル：洋式浴室・シャワー室 政令
平成30年１月末に政令等を改正し、
撤廃（平成30年６月施行）

浴槽・洗い場の面積等の数値規制 通知 平成29年12月15日に撤廃済

玄関帳場
の基準

受付台の長さ １．８メートル以上 通知 平成29年12月15日に撤廃済

ＩＣＴの活用による
代替方策の検討

－ 政令
平成30年１月末に政令等を改正し、
見直し（平成30年６月施行）（※）

旅館業規制の見直しに関する意見（平成28年12月6日規制改革推進会議決定）への対応

（※）宿泊者の安全や利便性の確保のため、以下の機能を担保する。
①緊急時の対応ができること。②宿泊者の本人確認や出入りの確認ができること。③鍵の受け渡し等を適切に行うことができること。 12



旅館業及び住宅宿泊事業の主な規制内容

旅館業
住宅宿泊事業

ホテル営業 旅館営業 簡易宿所営業

定義

洋式の構造及び設備を主とする施
設を設け、宿泊料を受けて、人を
宿泊させる営業で、簡易宿所営業
及び下宿営業以外のもの。

和式の構造及び設備を主とする施設
を設け、宿泊料を受けて、人を宿泊
させる営業で、簡易宿所営業及び下
宿営業以外のもの。

宿泊する場所を多数人で共用する構
造及び設備を主とする施設を設け、
宿泊料を受けて、人を宿泊させる営
業で、下宿営業以外のもの。

旅館業の営業者以外の者が宿泊料を
受けて住宅に人を宿泊させる事業で
あって、人を宿泊させる日数１年間
で１８０日（泊）を超えないもの。
（地域の実情を反映する仕組み（日
数制限条例）を併せて創設）

公衆衛生の
確保

○適当な換気、採光、照明、防湿
及び排水の設備を有すること。

○９㎡以上／室
⇒ベッドの有無に着目した規制に
改正

○宿泊者の需要を満たすことがで
きる適当な数の洋式浴室又はシヤ
ワー室、適当な規模の洗面設備、
便所を有すること。
⇒規制の緩やかな旅館の水準に統
一

○適当な換気、採光、照明、防湿及
び排水の設備を有すること。

○７㎡以上／室
⇒ベッドの有無に着目した規制に改
正

○当該施設に近接して公衆浴場があ
る等入浴に支障をきたさないと認め
られる場合を除き、宿泊者の需要を
満たすことができる適当な規模の入
浴設備、適当な規模の洗面設備、適
当な数の便所を有すること。

○適当な換気、採光、照明、防湿及
び排水の設備を有すること。

○延床面積３３㎡以上（宿泊者の数
を１０人未満とする場合には、３．
３㎡に当該宿泊者の数を乗じて得た
面積）

○当該施設に近接して公衆浴場があ
る等入浴に支障をきたさないと認め
られる場合を除き、宿泊者の需要を
満たすことができる適当な規模の入
浴設備、適当な規模の洗面設備、適
当な数の便所を有すること。

○定期的な清掃及び換気

○各居室の床面積に応じた宿泊者数
の制限（３．３㎡あたり１人）

○台所、浴室、便所、洗面設備等当
該家屋を生活の本拠として使用する
ために必要な設備が設けられている
こと。

安定的な経
営の確保

○１０室以上⇒撤廃 ○５室以上⇒撤廃 ○規制なし ○規制なし

本人確認及
び出入りの
確認（善良
の風俗の保

持等）

○氏名、住所、職業等を記載した
宿泊者名簿を備えること。

○宿泊しようとする者との面接に
適する玄関帳場その他これに類す
る設備を有すること。

○氏名、住所、職業等を記載した宿
泊者名簿を備えること。

○宿泊しようとする者との面接に適
する玄関帳場その他これに類する設
備を有すること。

○氏名、住所、職業等を記載した宿
泊者名簿を備えること。

○氏名、住所、職業等を記載した宿
泊者名簿を備えること。

※赤字は、「旅館業規制の見直しに関する意見」への対応

13



14
国土交通省 「住宅宿泊事業法に基づく民泊の管理業制度について」

• 民泊を行うには、

1.旅館業法の許可を
得る

2.国家戦略特区法（特
区民泊）の認定を得る

3.住宅宿泊事業法の
届出を行う

などの方法がある。

• 根拠法により、規制内
容や行政の介入権限
が異なる。

• 左の表では、旅館業
法で簡易宿所の例が
記載されているが、旅
館業法の改正で1室か

らでもホテル・旅館の
許可が取れるため、ホ
テル・旅館の許可を得
て民泊を開設する
ケースも増えている。



健全な民泊サービスの普及に向けた今後の取組み（国の方針）

○国内外の旅行者が安心して利用できる民泊サービスの普及拡大
円滑な届出を促進すること等により、違法民泊から合法民泊への転換を図るとともに、こ

れまで宿泊施設が普及していなかった地方部も含めて、良質な民泊を展開

○違法民泊の排除
地方自治体、観光庁、警察庁等の関係機関と連携して、違法民泊の排除を推進

○民泊を活用した観光振興・地域活性化の促進
空き家・空き室、古民家等の遊休資産を有効活用した民泊の好事例 の創出・情報発信等

を通じ、観光振興・地域活性化に貢献する民泊サービスを促進

違法民泊対策関係省庁連絡会議の設置
○平成30年５月21日には、観光庁、警察庁等の関係省庁と協力し、違法民泊取締り対策に関する情報共有・連携強化等をさらに

進めるため、違法民泊対策関係省庁連絡会議を設置・開催。

※内閣官房、警察庁、消防庁、国税庁、厚生労働省、国土交通省、観光庁がメンバー

○連絡会議の結果を踏まえ、厚生労働省から都道府県等に対し、違法民泊対策について、改正旅館業法の立入検査権限等を
活用しつつ、警察等の関係者との連携強化を図る等により、実効性のある指導等を行うよう、協力を依頼した。

15

• 観光立国を目
指す中、地方部
も含めた良質な
民泊の展開が
期待されている。

• 空家・空き室が
増加する中、そ
の有効活用策と
しても民泊は推
進される方向に
ある。

• 現在はコロナ禍
で観光需要は
激減しているが、
オリ・パラや大
阪万博を控え、
観光需要の回
復・増加を見込
んだ対応・対策
が必要である。



民泊の動向（件数の推移、分布等）

16



住宅宿泊事業法の届出・登録等の状況
○住宅宿泊事業法に基づく届出及び登録の状況（2021年1月12日時点）

・ 住宅宿泊事業の届出の提出は28,109件（うち事業廃止件数が8,539件）
※ 2018年6月15日時点 住宅宿泊事業の届出の提出は3,728件、うち受理件数2,210件

・ 住宅宿泊管理業の登録の申請は2,255件
・ 住宅宿泊仲介業の登録の申請は89件

○旅館業法に基づく簡易宿所の営業許可施設数
2016年3月末 27,169施設

2017年3月末 29,559施設 （＋2,390）

2018年3月末 32,451施設 （＋2,892）

2019年3月末 35,452施設 （＋3,001）

○特区法に基づく特区民泊の認定施設（居室）数 （内閣府HPより）

2017年3月27日 85施設 218居室

2018年3月31日 666施設 1,994居室

2019年2月28日 2,166施設 6,539居室

2019年11月30日 3,402施設 11,096居室

（参考）京都市
2016年3月末 696施設
2017年3月末 1,493施設
2018年3月末 2,291施設
2019年3月末 2,990施設

（参考）大阪市
2017年3月末 48施設 95居室
2018年3月末 604施設 1,683居室
2019年2月末 2,053施設 6,015居室
2019年11月末 3,236施設 10,437居室
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• 住宅宿泊事業法の
届出の提出は2021
年1月12日時点で
28,109件で2018年
の法施行日の約
12.7倍である。

• 旅館業法に基づく
簡易宿所の営業許
可施設も年間2,000
～3,000件ずつ増

加している。特に京
都市で、町屋を活
用した簡易宿所が
増えている。

• 特区民泊も年々増
加しているが、その
ほとんどは大阪市
の認定施設である。



住宅宿泊事業法施行前後の仲介サイトの
登録件数の推移（全国および上位15都道府県）
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（日本全体）（都道府県）

• 住宅宿泊事業法が施行さ
れた2018年6月には、仲
介サイトの登録件数は3分
の1程度まで激減した。

• 特に東京都、大阪府の登
録件数の減少が著しい。

• 2018年6月7日の登録物
件のうち4分の3は3月時
点と同じ物件だが、4分の
1は、3月から6月の法施行

までに合法化した新規物
件である。

• 2019年2月1日時点の登
録件数の約3分の2は、
2018年3月27日以前から
のホストIDで運営されたい
たもの。また約4割の物件
IDが3月時点と同じ。旅館

業法を取得していたものも
あるが、違法のまま残存し
ている可能性もある。

• 1ホストあたりの物件数は
増加傾向にある。



住宅宿泊事業の届出件数の推移
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• 都道府県別（政令市、特
別区を含む）の新法民泊
の届出件数は、2020年4
～5月ごろまでは全国的に
増加傾向。

• 東京都と北海道は2020年
4～5月をピークに減少。
大阪府は2019年10～11
月をピークに減少。

• それ以外の都道府県では
コロナ禍の影響はほとん
ど見られない。0
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住宅宿泊事業の廃止済数の推移
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• 都道府県別（政令市、特
別区を含む）の新法民泊
の事業廃止済数は、全国
的に増加傾向。

• 東京都、大阪府、北海道、
福岡県で、廃止済数の伸
びが大きく、特に2020年に

入ってからの伸びが顕著
である。
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住宅宿泊事業の廃止理由（複数回答）

21観光庁 「住宅宿泊事業の廃止理由調査について」 平成31年3月29日

• 住宅宿泊事業の廃止件数
は増えているが、その理
由は、「旅館業または特区
民泊へ転用するため」
38％、「その他（事業継続
の意思あり）」23％であり、
合計すると約6割は形を変

えて事業継続する予定で
ある。

• 住宅宿泊事業は届出だけ
で比較的手続きが容易な
ため、旅館業の許可や特
区民泊の認定を取るまで
のつなぎとして利用されて
いる可能性がある。

• この回答はコロナ禍以前
のものであるので、2020
年に入ってからは、コロナ
禍による宿泊需要の落ち
込みにより廃業に至る
ケースが増加していると推
測される。
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都道府県別の届出状況（2021年1月12日時点）

• 都道府県別では、東京都、
大阪府、北海道、福岡県、
沖縄県などで届出件数が
多い。

出典：観光庁
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• 住宅宿泊事業法による新
法民泊の立地は政令市や
23区が多いが、これらを

除いて分布図を作成する
と、町村部などにも広域に
分布していることがわかる。

• 保健所が立地している市
をグレーに着色しているが、
保健所が立地していない
市町村にも、民泊は広く分
布している。

市町村別住宅宿泊事業の分布
（2020年10月、政令市を除く）



住宅宿泊事業の届出内容
（平成30年10月31日時点） 対象：9,767件

個人
61%

法人
39%

個人・法人の別

生活の本
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27%

入居者募

集中の物

件

50%

随時使用

物件

23%

対象住宅の類型

24
観光庁資料

• 住宅宿泊事業者は、約6
割が個人経営者である。

• 使用している住宅は、入
居者募集中の物件が半数
を占める。



一戸建

て
33%

寄宿舎
1%
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宅
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長屋
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住宅宿泊事業の届出内容
（平成30年10月31日時点） 対象：9,767件 • 使用している住宅の種類

は、3分の1が一戸建て、3
分の2が共同住宅。

• 住宅の規模は21～50㎡が
半数を占める。

• 20㎡以下が14％あるが、

単身世帯の最低居住面積
水準は25㎡なので、基準

以下の住宅が使用されて
いることになる。

• 2019年6月の建築基準法

の改正で、用途変更の確
認申請が必要となる面積
要件が100㎡超から200㎡
超に変わった。このため、
今後は100㎡を超える規

模の住宅を活用した民泊
も増える可能性がある。

観光庁資料



不在とな

る

68%

不在とな

らない

32%

宿泊させる間、不在となる割合

管理業者

への委託

あり

41%

管理業者

への委託

なし

59%

管理業者に委託している割合
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住宅宿泊事業の届出内容
（平成30年10月31日時点） 対象：9,767件 • 家主不在型の民泊が約7

割を占める。

• 管理業者に委託している
割合は約4割。

※「家主不在型」の場合や、
届出住宅の居室数が5を
超える場合、住宅宿泊事
業者は、住宅宿泊管理
業者に住宅の管理を委
託することが義務付けら
れている。

観光庁資料



宿泊実績
（2019年10-11月分と2020年10-11月分の比較）
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・宿泊日数：届出住宅あたり16.9日→5.7日
・宿泊人数：届出住宅あたり18.2人→6.1人
・宿泊者の国籍：海外からの宿泊者68.6％→6.6％

観光庁資料

• 宿泊実績はコロナ禍の影響に
より2020年に入って激減して
いる。

• 特に海外からの宿泊者が大
幅に減少している。



アンケート調査から見た
民泊事業者の衛生管理に対する意識

28



調査の概要

＜参考＞

• 2017年 6月 住宅宿泊事業法成立

• 2017年12月 住宅宿泊事業法施行要領（ガイドライン）公開

• 2018年 2月 京都市 民泊条例→営業制限

• 2018年 3月 大阪市 民泊条例→制限なしから一定規制

「民泊」の衛生管理の状況と事業者意識を把握する調査目的

調査対象 大阪市、京都市、大田区で2000年以降に許可された簡易宿所および
特区民泊 配布数1699件（うち不達147件） 回収数213件

調査方法 郵送による調査票配布、回収。一部Web回答あり。

調査項目 ①建物・客室の現状、 ②管理について、③衛生管理対策について
④客との関係について、⑤経営者意識について

調査時期 2017年12月～1月→新法成立後、ガイドライン公開前
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• 民泊の運営者・管理者を対象
にアンケート調査を実施。

• 調査は住宅宿泊事業法制定
後に実施したが、施行前で
あったため、対象は2000年以

降に旅館業法による簡易宿所
の許可を得たもの、または特
区民泊の認定を受けたものと
した。対象地域は大阪市、京
都市、大田区である。

• 調査期間中に、宛先不明で
戻ってきた調査票が1割弱

あった。廃業や所有者等の変
更などの届出がきちんと行わ
れておらず、行政も十分把握
できていない状況が示唆され
た。



建物と管理の特徴

• 木造・1戸建てが6割
• 建物古さは新旧あり（旧耐震
が半数以上）

• 6割が元住宅

• 商業地（5割）もしくは住宅地（2
割）に立地

• 1棟貸しが5割
• 施設規模としても、経営規模と
しても小規模（定員10名以下
が4分の3）

• 建物・室を所有している事業者
が半数超。

全体 特区民泊

元住宅を利用した部屋貸し（集合）
もしくは1棟貸し（1戸建て）、フロント
無が大半。

大阪簡宿

RC若干多い。個室・ドミトリー中心、
フロント有が大半。

京都簡宿

木造・一戸建て、新旧、1棟貸し多

い、大半フロント有、京町家フロント
無。
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• 調査から明らかになった建物
と管理の特徴は左記のとおり。

• 旅館業法による簡易宿所が
多いため、商業地に立地する
ものが5割と多く、住宅地は2
割であった。住宅宿泊事業施
行後は、住宅地に立地する割
合がさらに高まっていると考え
られる。

• 使用されている建物は木造・
戸建てで小規模なものが6割
程度を占めるが、築年数が古
く旧耐震のものも多い。残る4
割の建て方や構造はバリエー
ションに富んでおり、内装・設
備も多様であることが推察さ
れる。→衛生管理の手法は均
一とはいかないのではないか。

• 一棟貸しが半数を占める。→
清掃面で負担が大きいことが
予測される。



客室の清掃

11.7%

5.3%

21.4%

38.3%

0.5%
2.4%

18.9%
21.8%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

特区民泊 大阪市簡易宿所 京都市簡易宿所 全体

1棟貸・個室の清掃頻度

滞在期間中は宿泊客の自主管理 宿泊客からのリクエストに応じて

毎日実施 2～3日毎に実施

4～5日に実施 その他

無効回答

48.1%

14.8%

63.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

大阪市簡易宿所 京都市簡易宿所 全体

ドミトリーの清掃頻度

滞在期間中は宿泊客の自主管理 宿泊客からのリクエストに応じて

毎日実施 2～3日毎に実施

その他
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• 客室の清掃を清掃業者に
委託している事業者は約3
分の１。約3分の２は事業

者自らや雇用者が実施し
ている。→清掃のプロでは

ない人が客室の清掃・衛生
管理を担当している。

• ドミトリータイプの場合は毎
日清掃を行っているが、1
棟貸しや個室の場合は、
滞在中の清掃は宿泊客の
自主管理に任せているとこ
ろが多い。→民泊はホテ

ル・旅館に比べて滞在期間
が長い傾向があるため、滞
在期間が長期にわたる場
合の客室の衛生管理は課
題である。



客室の害虫防除

38.0%

41.3%

41.8%

37.1%

29.1%

10.8%

18.3%

27.7%

20.7%

19.2%

19.2%

19.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ネズミ

ゴキブリ

ダニ

トコジラミ

客室の害虫防除対策 （全体）

定期的に点検 1回/1ヶ月薬散布 1回/3ヶ月薬散布

1回/半年薬散布 1回/1年薬散布 定期的に薬散布をしている

していない 気づいたら/苦情が出たら薬散布 無効回答
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• 害虫防除については、約4
割の事業者が定期的に点
検を実施している。

• ゴキブリの駆除については、
薬剤散布をしている割合が、
ネズミや他の害虫対策より
も高い。

• ネズミとトコジラミは約3割が

何の対策も行っていない。
→発生頻度が少ない、ある

いは発生していることが顕
在化しにくいため、問題視さ
れていないのではないか。

• 大阪市の簡易宿所は、薬剤
散布をしている割合が全般
的に高い。→簡易宿所生活

衛生同業組合で薬剤を保
管し必要に応じ配布したりし
ている。組合からの情報提
供や注意喚起などが害虫
防除の知識・技術の獲得に
役立っている。



客室設備

84.8%

75.4%

96.2%

33.6%

82.0%

29.9%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

客室設備の有無 全体

57.1% 54.9% 52.0% 55.6%

5.9%
19.7%

8.1%
22.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

客室設備の清掃

3カ月に1回程度 6カ月に1回程度 1年に1回程度

3年に1回程度 していない 無効回答

N=211 MA
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• 客室設備の内容は清掃・
衛生管理に関わる。

• エアコン、火災報知機、換
気扇はほぼ完備されてい
る。空気清浄機や加湿器
が設置されているのは3割
程度。

• エアコンや換気扇の清掃
は比較的実施されている
が、空気清浄機や加湿器
の清掃は約2割が実施して
いない。→空気清浄機や加

湿器の清掃について注意
喚起が必要である。



浴室・トイレの清掃

0.5%

7.7%

24.6%

32.9%

11.6%

2.4%

29.5%

43.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

特区民泊(31 ) 大阪市簡易宿所(30) 京都市簡易宿所(146) 全体(207)

浴室の清掃頻度 （該当数207 非該当数6）

1日複数回 毎日 2～3日毎

4～6日毎 1週間毎 月に4回未満

客の入れ替わり時 客からのリクエスト時 その他

無効回答
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• 浴室の携帯について、大
阪市の簡易宿所で共用
シャワーの割合が高く、京
都市の簡易宿所では浴槽
付き共用浴室の割合が高
い。

• 浴室・トイレの清掃頻度は、
「客の入れ替わり時」が多く、
次いで「毎日」という回答で
あった。



清掃点検とごみ処理方法

3.5%
7.0%

20.9%

31.3%

10.0%
6.0%

45.8%

61.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

特区民泊 大阪市簡易宿所 京都市簡易宿所 全体

清掃点検箇所

共用トイレ
共用の浴室/シャワー室
前者以外の共用空間
客室
その他
いずれの箇所も記録はつけていない

12.2%
9.4%

30.0%

51.6%

0.5% 3.8%

35.7%

39.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

特区民泊 大阪市簡易宿所 京都市簡易宿所 全体

ごみ処理方法

事業系ごみとして処理

家庭ごみとして処理

無効回答

N=201 MA
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• 清掃について、記録をつ
けるなどの点検を行って
いるところは4割に満たな
い。

• ごみ処理について、事業
系ごみとして処理しなけ
ればならないにもかかわ
らず、家庭ごみとして処理
しているところが約4割を
占めた。→住宅宿泊事業

法に基づく民泊は、この
調査対象よりも小規模な
ところが多いと思われ、ご
み処理方法について、家
庭ごみとして処理するとこ
ろはさらに多いと推察され
る。



感染症対策

8.0%
6.1%

35.7%

49.8%

6.1%
8.0%

26.3%

40.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

特区民泊 大阪市簡易宿所 京都市簡易宿所 全体

感染症対策の有無

なし あり 無効回答
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• 感染症対策に取り組んで
いるところは半数に満た
ない。

• 大阪市の簡易宿所はわ
ずかではあるが対策を
行っている割合が、そうで
ない割合を上回った。

• 具体的対策としては、ア
ルコール消毒や拭き取り
という回答が多い。



衛生対策の自己評価

3.8%
0.9%

15.5%
20.2%

7.5%
10.3%

44.6%

62.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

特区民泊 大阪市簡易宿所 京都市簡易宿所 全体

衛生対策自己評価

十分できている
ある程度はできている
不十分な部分がある
あまりできていない
無効回答

82.6％
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• 衛生対策に対する自己評
価は、「十分できている」
「ある程度できている」を
合わせると8割を超えてお
り、自己評価は高い。



旅館業における衛生管理要領

1.4% 1.4%

16.4%
19.2%

8.0% 7.0%

29.1%

44.1%

4.2% 4.2%

19.7%

28.2%

0.9% 1.4% 2.3%
4.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

特区民泊 大阪市簡易宿所 京都市簡易宿所 全体

旅館業における衛生等管理要領の認知

よく知っている

少しは知っている

あまり知らない

まったく知らない

無効回答

8.9%
7.0%

3.3%
.9%

20.2%

9.9%

31.0%

18.3%

2.3%

62.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

要領認知と衛生対策自己評価

十分できている

ある程度はできている

不十分な部分がある

あまりできていない

無効回答
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• 旅館業における衛生管理
要領について、「よく知っ
ている」「少しは知ってい
る」は6割強、「あまり知ら

ない」「まったく知らない」
が3割強を占めた。

• 衛生管理要領の認知度と
衛生対策の自己評価をク
ロス集計したところ、「あま
り知らない」群でも、衛生
対策は「ある程度できてい
る」という回答が多く、自
己評価は高い。



衛生対策に対して不安なこと
.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

客室の清掃

寝具類の清掃

水回り空間・設備の清掃

共用空間の清掃

感染症の対策

アレルギー・シックハウス対策

害虫防除対策

ごみ処理方法

客からの衛生状況に関する苦情

客が持ち込む害虫や汚物等

保健所からの指導

近隣からの衛生管理に対する苦情

衛生基準がよくわからないこと

具体的に何をしたらよいかわからない

とくに不安なことはない

その他

特区民泊

大阪市簡易宿所

京都市簡易宿所

31.1％
3.4％

6.3％

36.9％

22.8％

22.3％
8.3％

（N=206、MA）
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• 衛生対策に対する不安に
ついて、「とくに不安なこと
はない」という回答が最多
であり、4割弱を占めた。

• 不安と回答した中では、
「客が持ち込む害虫や汚
物等」「感染症の対策」
「害虫防除対策」が上位で
あった。



一番苦労していること

43.2%
14.6%

1.4%
1.4%
1.9%

0.5%
1.4%
1.9%

4.7%
7.0%

0.5%
1.9%

5.2%
2.8%

2.3%
0.9%

1.9%
2.3%

4.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

集客

売り上げ・利益アップ

経費削減

借入金の返済

顧客ニーズの把握

顧客からの苦情対応

近隣からの苦情対応

近隣との関係の構築・改善

スタッフ確保

予約管理

SNS等ネット情報の発信やアップデート

顧客との対面ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（言語・文化面）

施設等改築・修繕費用の確保・捻出

施設・設備のメンテナンスに要する手間

旅館業に関わる法令遵守

施設・設備の衛生管理

防災対策

その他

無効回答
N=213 全体

経営に関わる要素

リスク管理に関わる要素
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• 苦労していることは、「集
客」「売上・利益アップ」な
ど経営に関わる要素が多
い。

• 「法令順守」や「衛生管
理」「防災対策」などのリ
スクに関わる要素につい
ては回答数が少なく、関
心が薄いと思われる。



事業者の声

• 競争の厳しさ、部屋の価格設定の難しさ、他所と
の競合関係（違法民泊との不公平感）

• 観光客の増加

→安宿に対する理解不足の客による利用

• 衛生の問題は、客と事業者との間だけの問題、消
防は周辺にも迷惑のかかる問題→衛生に対する
危機意識の低さ（一般的には理解しにくい）

• においの問題

• 喫煙の問題
68.1% 28.2%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

喫煙の可否

全面禁煙

一部喫煙可

喫煙可

無効回答
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• 事業者からは、違法民泊
との不公平感が聞かれた。

• 観光客は増加しているが、
宿泊料金の安い民泊に対
する客の認識・偏見があり、
マナーの低い海外からの
客がルールを守らないな
どの意見があった。

• 事業者は客の評価や近隣
との関係を気にしており、
視覚化されやすい問題や
トラブルに発展しやすい問
題には過敏だが、衛生管
理など顕在化しにくい問題
に対する危機意識は低い。

• 臭いの問題（調理や食事、
たばこなど）は、次の客へ
の影響があるので気にし
ている。（完全禁煙にして
いるところが7割弱ある。）

客がルールを守らず隠れ
て喫煙する事例に悩む声
がある。



インタビュー調査から見た
清掃事業者の意識・対応
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清掃事業者の概要（インタビューした9事業者の一覧）
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• 清掃事業者（表のA～F）お
よび民泊清掃を行っている
民泊運営者（表のG～H）に
インタビュー調査を実施。

• 清掃事業者が担当してい
る物件数は、数十件から
300件まで幅広い。

• 清掃スタッフは主婦や学生、
フリーターが多い。外国人
スタッフもいる。

• 清掃時間は2LDKで1.5～2
時間であり、一般的なホテ
ル・旅館よりも長い。

• リネン類の洗濯は外注して
いるところが多数。

• 清掃の質の確保を課題と
捉えている。感染症に対す
る認識は低い。

• 詳細は次のスライドを参照。

清掃/
衛生

民
泊

他 業種 開業 清掃物件数 清掃員数 清掃スタッフ 清掃時間 害虫駆除 リネン類洗濯

A 〇 〇
ゲストハウス運営、清掃
事業（ハウスクリーニン
グ）

2015年頃 80件 10人
日本人女性20
～50代

２LDK
1.5～2時
間

市販薬剤布置。 自家洗濯

B 〇
民泊清掃業（現場管理）
不動産会社から独立

2014年頃 約300室
40人＋外
注

主婦・40～50
代

２LDK
1.5～2時
間

市販薬剤布置。定
期的な駆除はオー
ナー次第。トコジ
ラミ対応経験あ
り。

リネンサービス

C 〇 民泊ホテル清掃業
2014年開始
2016年会社
設立

ホテル4棟
民泊30棟

64人＋外
注

女性が多い
２LDK 1
人 1.5～2
時間

苦情出たら市販薬
剤散布。市販薬剤
布置。ダニ対応あ
るがトコジラミか
は不明。

リネンサービス

D 〇 〇 宿泊施設運営 2016年
ホテル清掃2棟、
清掃のみ100室強

アルバイ
ト約50人

主婦多い。学
生やフリー
ター。外国人
含。

ワンルー
ム約１時
間

現状意識無。市販
薬布置。

リネンサービス

E 〇 〇
デジタル機器・宿泊施設
運営

2013年頃民
泊参入

約200室（会社直
営民泊50数件と民
泊清掃請負）

アルバイ
ト約10人

女性が多い。
主婦や退職し
た高齢者。

1部屋2人
ワンルー
ム1時間弱

—
リネンサービス
（以前は自家＋コイ
ンランドリー）

F 〇
民泊清掃業者
不動産会社から独立

2016年 約40件
11人 主婦・フリー

ター

1部屋1人
約1時間
１軒家約
２時間

市販薬剤布置。 リネンサービス

G 〇 新法民泊運営者 2018年 2室（1棟の3～4F) 1名 家族 — —
自家洗濯＋コインラ
ンドリー

H 〇
観光コンサルティング
宿泊施設運営 2009年

中規模ホテル40室
直営
旅館10室

内製化
40室4名の清
掃
女性多

―

トコジラミ対応経
験あり。
ゴキブリは市販薬
布置。薬剤散布も
時折実施。

リネンサービス

I 〇
障害者対応宿泊施設、管
理

- 35室
内製化
約11人

就労支援研修
生＋主婦

約30分 外注・年4回 リネンサービス

主婦は清掃のポイントが分かっている。清掃作業(内
容）を効率化、簡素化した。清掃は担当者任せ。

家主不在型民泊
管理業者に予約管理などを委託。

衛生への配慮が可視化できたらよい。
ホテルなので清掃後のチェックで質を担保。
感染症等で損害発生した場合の保険も重要。

アメニティの合理化等で清掃時間の短縮に成功
管理者による清掃後チェック
専門家の助言を受けたい

その他

清掃など衛生管理に関する決まりがないのが問題
感染症の問題など現実感がない

コストが見合わないところの清掃は請け負わない。
質が保証できない。衛生面に対するオーナーの認識
は低いと思う。
清掃現場のことをオーナーや運営会社に知ってもら
いたい。

民泊・宿泊事業者の清掃に対する意識の向上
オーナーにより衛生管理のコストが異なる
民泊事業者からゲストに対する注意喚起
清掃にエタノール使用

社員による清掃後のチェック
オーナーによって部屋の仕様やサービス内容が異な
る

清掃の質をチェックする仕組みが必要
清掃の仕事が安全で、給料を上げないと、品質管理
できない



清掃事業者の声
• 人材確保・育成

• 民泊清掃の場合、仕事があったりなかったりするため、清掃員の確保がむずかしい。

• 清掃員の大半は主婦のパート。知人等に声をかけて集めた。主婦ならではの“効率的”な清掃をやっている。主婦は清掃のポイントは分かっている。

• 清掃員は、女性が多い。主婦やリタイアした高齢者などが担い手になっている。

• 管理業は、参入障壁が低く、主婦など空き時間を有効利用したい層が特段のスキルなく働ける。必要なことは、ベッドメイキングスキルくらいである。

• 清掃方法

• 民泊は建物によって清掃の方法や工夫が異なるため、担当制にしている。研修をやっても清掃員によって質に差がでる。清掃の質については、清掃員にまかせており、抜き打

ちで責任者がチェックする。運営会社への清掃完了報告は写真で報告を入れる。清掃マニュアルはある。

• 清掃マニュアルはある。清掃の研修は、経験者と組んで現場で研修を行う。ワンルームの場合清掃時間は約1時間。とくに気をつけているのはベッドの下、埃・ゴミ・毛髪の残

存、忘れ物。食品が冷蔵庫に残っていないかどうか確認することもクレームを減らす上で必要である。

• 毛髪の残存に注意している。宿泊客からのクレームで多いのは、においの問題、とくに寝具のにおいに対する苦情がある。

• 水回りは水滴残さないようにする。キッチンの食器は洗っている。

• 民泊の場合、タンスや食器棚、キッチンなどホテルにない部分に配慮して清掃する。埃のたまるところがホテル客室と異なる。和室と洋室で清掃手順が異なる。水回りの清掃

には気を配る。

• 清掃の際気をつける点は、肌が直接触れるところ、水回り。

• 清掃の完了確認は、清掃員がSNSで写真付きで責任者等に報告する仕組みを採用している。

• 清掃完了報告はSNSを利用している。客室サービスにこだわるオーナーの物件には、清掃後社員チェックを行う。

• 清掃時間

• 民泊清掃は、効率が悪い。主な理由は、民泊は立地が市内に点在しているため移動時間を要すること、駐車場確保の問題、渋滞に巻き込まれる、

• 清掃時間は、民泊1棟1人で1時間半から2時間程度。1部屋約1時間程度の清掃時間で、1戸建てだと2時間かかる。

• 清掃員は二人一組で行い、ワンルームの清掃時間は約1時間。
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清掃事業者の声（つづき）
• 害虫対策

• 害虫の問題は特にないが、トコジラミは過去4～5年で3～4件発生した。責任者が薬剤で対応した。
• 害虫に関しては、客がダニに刺されたというケースが時々あるが、トコジラミかどうかは不明。オーナーや運営会社から害虫防除依頼があって初めて被害があったことが分かる。
• トコジラミやネズミ・ゴキブリなどの害虫発生は特にない。
• 害虫防除は特にやっていない。

• 感染症対策
• 清掃時の感染症予防については、マスク着用を推奨しているが、マスクの着用は清掃員の自己判断である。うがいや手洗いの推奨はしているが、手袋着用までは指示していない。
• 客室清掃の際、血液や汚物が残っていることはある。特別な対応はしていない。
• 客室に嘔吐部や排泄物、血液が残っているケースはよくある。対応マニュアルはあるが、とくにスタッフ研修は行っていないため、危険と判断したら責任者自らが対処する。

• 清掃員は現場での研修を行うが、汚物処理の方法までは指導しない。血液や汚物が残っているケースはある。血液のついたものの扱いは注意するが、それ以外は比較的慣れてしまっている。
清掃員には、マスクと手袋着用は推奨するが、実際着用するかどうかは清掃員の判断。マスクはするが手袋はしていない場合が多い。

• 清掃で除菌は行っていない。ひどい状態のことはあまりないが、血液がリネンについているとか、ふとんに嘔吐物、ということはあった。嘔吐物が付着している寝具などはそのまま廃棄した。と
くにそうしたことへの処理方法等について清掃員に研修したことはない。

• 手袋はもっていくように言っている。
• 感染症対策について現状では実施していないし、考えていないが、今後リスク管理は必要だと思う。
• ゴミは通常のゴミ置き場に出している。

• 清掃に対する意見・要望等
• 清掃は、備品・設備管理ほど重要視していない。
• オーナーや運営会社の衛生管理や清掃に対する意識は低く、清掃は誰がやっても同じだと思っており、安ければよいという考え方をもっている者が多いと感じる。
• オーナーによって部屋へのこだわりが違うので、現場管理のルールが物件によってことなる。寝具などの交換は民泊の場合オーナー判断になる。
• 料金が安いものや古い民泊は汚されやすい。
• 宿泊客の側の問題も大きい。オーナーから宿泊客へ、物件を丁寧に使うことに対するメッセージを発信すべきと考える。
• 民泊はホテルと違って室内で調理をする。民泊とホテルでは汚され方が異なる。民泊の場合大型ゴミや大量のゴミを部屋に放置していく客や、食べ物を床やベッドに散乱させる客がいる。
• 宿泊施設が増えてきているので、清掃単価は全体的には下がってきているが、人件費は上がってきている。そのため、清掃会社は淘汰されてくる。
• 民泊はグループで宿泊できる物件は連泊率がたかく、清掃に入るのは多くて週に3日、少なければ週に1回。ホテルは定期的に清掃には入れるので、その分収益になるが,民泊は連泊中は清

掃には入れないので、清掃ビジネスとしては成立しにくい。
• 清掃マイスター制度をつくりたい。質の良い清掃サービスができる清掃員の賃金アップと社会的な地位の向上が必要だと考えている。
• 保健所の研修などがあるとよいと感じる。研修をうけた証明書を発行してもらえれば、清掃サービスの質を保証することができる。
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アンケート調査から見た
管理事業者の管理業務の実態
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調査の概要（速報）

住宅宿泊管理業者の民泊の管理体制、衛生管理の対応、コロナ禍
以降の状況を把握。

調査目的

調査対象 全国の住宅管理事業者2206社（2020年8月時点、うち不達77通）
有効回収数638通

調査方法 郵送による調査票配布、回収。

調査項目
①事業者の属性、 ②管理物件の概要、③住宅宿泊事業法下で
の民泊（届出住宅）の管理について、④新型コロナウィルス感染症
拡大以降について

調査時期 2020年10月～11月
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• 国土交通省整備局のHPに掲

載されている全国の住宅宿泊
管理業者2206社（2020年8月
閲覧時）を対象に、届出住宅
の衛生管理についてアンケー
ト調査を実施し、管理の体制
および衛生管理の対応、コロ
ナ禍以降の状況について把
握した。



管理している物件数（速報）
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• 登録はしているものの、実際
には民泊の管理事業を実施し
ていなかったり、休止・廃業し
ている管理業者が多数見られ
た。

• 他からの管理受託がない事
業者が6割を占めた。受託して
いる場合も物件数は「1-5戸」
と少ない。

• 自らが住宅宿泊事業者として
管理している物件がある事業
者が6割を占めたが、そのほと
んどは物件数が「1-5戸」と少
数である。

• 旅館業法下の宿泊施設等を
管理している事業者が約3割
ある（グラフの掲載は省略）。

• 住宅宿泊管理業務の現状（継続・休止）

• 他からの管理受託している民泊物件数

• 自らが住宅宿泊事業者として管理している民泊物件数

60.2% 26.6% 6.1% 5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0戸 1～5戸 6～10戸 11～50戸 51～100戸 101戸以上

40.5% 49.5% 4.9% 7.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0戸 1～5戸 6～10戸 11～50戸 51～100戸 101戸以上

61.0% 33.3% 5.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

継続中 休止状態 その他



管理業務の再委託（速報）
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• 住宅宿泊管理業務のうち、衛
生の確保や苦情等への駆付
け等については、専門業者に
再委託することが可能（一括
再委託は禁止）。

• 調査回答者のうち、約４分の１
の事業者が管理業務の再委
託をしている。「すべての物件
で再委託」「ほとんどの物件で
再委託」という回答は16％。

• 管理委託者の住宅宿泊事業
者を再委託先としている事業
者が2割強ある。

• 再々委託先について、15％の
事業者は把握をしていない。

• 管理業務の再委託の状況

• 管理委託者の住宅宿泊事業者が再委託先

• 再々委託先の把握

10.9% 3.5% 12.5% 69.5% 3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一部の物件で再委託している ほとんどの物件で再委託している すべての物件で再委託している

していない 無回答

22.6% 77.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある ない

26.5% 14.6% 58.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

している していない 再々委託先はない



再委託の業務内容（速報）
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• 管理業務のうち、鍵の受渡し
や本人確認、苦情対応などの
対人業務は管理業者自らが
行っている割合が6割前後と

高いが、寝具・衛生管理品の
洗濯や設置、日常清掃、廃棄
物処理など衛生管理に関する
業務は再委託が6～7割を占
める。

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

鍵の受渡し

本人確認+名簿作成

未チェックイン時の警告

騒音防止等の説明

苦情対応

有害行為対応

長期滞在者への対応

鍵返却確認

退室後の状況確認

日常清掃

寝具・衛生管理品の洗濯

寝具・衛生管理品の設置

備品管理・補填

廃棄物処理

設備の維持管理

外国語案内

非常用照明器具点検

避難体制の確立

避難支援

多言語での通報対応

現地駆け付け

建物設備の問合せ対応

届出事務代行

自ら（自社） 再委託 両方



宿泊中や長期空室時の清掃（速報）
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• 宿泊中の清掃について、約半
数の事業者は宿泊客の自主
管理に委ねている。一定期間
以上の場合に定期的に清掃
に入っているのは約2割。

• 長期空室時の清掃について、
約半数の事業者は定期的に
清掃に入っている。清掃はせ
ず換気のみを行っている事業
者は約4割。特に何もしない、
という回答も5％程度ある。

＜参考＞民泊では、通常、予約
料金に1回分の「清掃料金」が

加算される設定であり、ホテ
ル・旅館等のように清掃を毎
日行うわけではなく、チェック
イン前に清掃を1回だけ行うこ
とが主流になっている。

• 宿泊中の清掃

• 長期空室時の清掃

47.2% 38.1% 5.6%3.9%5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に清掃に入る 清掃はしないが中に入り換気を行う

特に何もしない 再委託先に委任

その他

47.7% 21.5% 21.3% 4.1%5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

宿泊客の自主管理 一定期間以上の場合、定期的に清掃

リクエストがあれば清掃 再委託先に委任

その他



感染症対策の実施状況（速報）
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• 感染症対策の実施について、
清拭消毒や種子消毒液の設
置、従業員の感染症予防対
策は9割以上の事業者が実施
している。

• 従業員の研修は7割弱の事業
者が実施している。

• 独自の感染症対策マニュアル
を作成しているところも4割強
ある。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

清拭消毒

手指消毒液等の設置

飛沫防止対策シールド等の設置

チェックイン・チェックアウト手続きの完全遠隔対応

従業員研修の実施

感染症の患者が出た場合の対応の確認

従業員の感染症予防対策

人数制限

独自の感染症対策マニュアルの作成

行っている 行っていない



実測調査から見た
民泊の衛生状態
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調査概要

建物由来 清掃由来 滞在者由来

汚
染
状
況

温熱環境 温湿度
空気汚染 CO2濃度

換気量
室内粉じん

生物汚染 アレルゲン トコジラミ
衛生 ATPふき取り

建
物
状
況

建物状況 周辺環境/建物構造/室構成/面積/天井高さ
設備 冷暖房/換気方法/空気清浄機の有無
建材 窓サッシ仕様/壁・床材/リフォームの有無
その他 結露跡/観葉植物/アロマなど

調査日時：2017年10月23日～ 12月24日
調査対象：民泊：長崎県 10邸（N1～N10）、

ビジネスホテル長崎県・大阪府・京都府・奈良県 4邸（HO1/HW2/HN3/HK4）
調査項目
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• 民泊仲介サイトから予約し
た民泊において、建物状
況や宿泊時の汚染状況の
実測調査を行った。

• 比較のためにビジネスホ
テルでも同様の調査を実
施した。



建物仕様

工法
測定
対象
階

住戸形態
延べ面積

天井高さ
断熱性能

全体 寝室 ガラス仕様

民
泊

N1 木造 2 1K+3in1 8.24 8.23 2.3 シングル
N2 RC 4 2K+BW+T 30.9 11.6 2.4 ↑
N3 RC 2 1K+B+W+T 24.2 13.7 2.5 ↑
N4 木造 2 1DK+3in1 19.8 9.9 2.425 ↑
N5 木造 3 1R 9.2 6.95 2.1 ↑
N6 RC 5 1R+3in1 12.2 9.7 2.35 ↑
N7 木造 1 1K+W+T 17.5 16.2 2.53 ↑
N8 RC 3 1K+3in1 15.7 10.3 2.35 ↑
N9 軽量鉄骨 1 1K+BW+T 14.7 7.8 2.32 ↑
N10 軽量鉄骨 1 1K+B+W+T 29.7 22.5 2.325 ↑

ホ
テ
ル

HO1 RC 5 1R+3in1 9.5 7.5 2.3 シングル
HW2 ↑ 8 ↑ 10.87 11 2.1 ↑
HN3 ↑ 8 ↑ 11.35 9.08 2.4 ペア
HK4 ↑ 4 ↑ 13.26 11.24 2.1 ペア
B：浴室,W：洗面,T：トイレ, 3in1：浴室トイレ洗面が一室にまとめられたもの

民泊N1～N10  ビジネスホテルHO1～HK4の建物仕様を示す。
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• 民泊の建物は住宅
として建設されたも
のであるため、ビジ
ネスホテルと異なり、
木造や軽量鉄骨造
のものも多い。住戸
形態も多様である。

• ビジネスホテルとの
大きな違いは、キッ
チンがついているこ
とである。

• 建物の耐熱仕様は、
ビジネスホテルに
比べて低い（例えば、
ガラスの仕様はペ
アガラスではなくシ
ングルガラスが多
い。）



居室内の生活環境
睡眠 入浴 観葉

植物
その他空気へ
の影響

その他結
露跡・カビ寝具 シーツ 入浴中の

換気運転
入浴後の
換気運転

N1 布団 シーツ 有 無 無 アロマ
N2 ベッド ベッドマット・

シーツ ↑ ↑ ↑ アロマ カビあり
N3 ベッド シーツ ↑ ↑ ↑ アロマ 結露跡有
N4 ベッド ベッドマット ↑ ↑ ↑ 消臭剤
N5 布団 シーツ ↑ ↑ ↑ アロマ
N6 ベッド シーツ ↑ ↑ ↑ 芳香剤
N7 ベッド ベッドマット・

シーツ ↑ ↑ ↑
N8 布団 シーツ ↑ 有 ↑ 芳香剤
N9 エアーベッド ベッドマット ↑ ↑ ↑ 結露跡有、

カビ有
N10 エアーベッド シーツ ↑ ↑ ↑ 特になし
HO1 ベッド シーツ 有 無 無 特になし カビ跡有
HW2 ↑ ↑ 有 有 ↑ ↑
HN3 ↑ ↑ 無 無 ↑ ↑
HK4 ↑ ↑ 有 有 ↑ ↑

56

• 居室内の調度も民
泊とビジネスホテル
では異なる。

• 民泊では、寝具は
布団やベッドのほ
かにエアーベッドを
導入しているところ
もあった。

• 民泊では、アロマや
芳香剤・消臭剤など
を置いているところ
が多い。

• 民泊では、カビや結
露の跡が見られる
物件もあった。



居室の換気設備
全般換気 自然

給気
口

局所換気
有無 方

式 キッチン 浴室 洗面 トイレ

N1 無 無 有 有 浴室兼用 浴室兼用
N2 ↑ ↑ ↑ ↑ 浴室兼用 有
N3 ↑ ↑ ↑ ↑ 無 有
N4 ↑ ↑ ↑ ↑ 浴室兼用 浴室兼用
N5 ↑ ↑ 無 対象空間無 対象空間無 対象空間無
N6 ↑ ↑ 無 有 浴室兼用 浴室兼用
N7 ↑ ↑ 有 対象空間無 対象空間無 有
N8 有(疑似) Ⅲ ↑ ↑ 有 浴室兼用 浴室兼用
N9 無 ↑ ↑ ↑ 無 有

N10 ↑ ↑ ↑ ↑ 無 有
HO1 無 無 無 有 浴室兼用 浴室兼用
HW2 有 Ⅰ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑
HN3 ↑ Ⅲ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑
HK4 ↑ Ⅲ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑

57

• ビジネスホテルは
全般換気（機械換
気）が主流であるが、
民泊には全般換気
を導入しているとこ
ろはなく、キッチン
や浴室・トイレに設
置された換気扇に
よる局所換気が一
般的である。



居室の内装建具
窓 床材 壁材

窓の開閉 材料 材料
N1 常時閉鎖 畳・ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ併用 ビニルクロス
N2 ↑ 畳 ↑
N3 ↑ フローリング ↑
N4 ↑ フローリング ↑
N5 ↑ 畳 ↑
N6 ↑ 塩ビフロア ↑
N7 ↑ ↑
N8 ↑ フローリング ↑
N9 ↑ フローリング ↑

N10 ↑ 塩ビフロア ↑
HO1 常時閉鎖 カーペット ビニルクロス
HW2 ↑ ↑ ↑
HN3 ↑ ↑ ↑
HK4 ↑ ↑ ↑
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• ビジネスホテルでは
カーペット貼りの床
が主流で、室内で
は土足またはスリッ
パ履きだが、民泊
は、畳、フローリン
グ、塩ビフロアなど
床材は多様で、室
内は靴やスリッパを
脱いで使用する形
になっている。
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• 民泊は、全般換気
ではなく局所換気に
よるので、ビジネス
ホテルと比べると換
気回数や換気量が
少ない。

• 一部の民泊は換気
回数や換気量がビ
ジネスホテル並み
かそれ以上であっ
たが、これはエアコ
ンの後施工により、
建具の召し合わせ
部分に隙間が生じ
ていたためである。
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• ビジネスホテルでは、
全般換気（機械換
気）によりCO2濃度

は建築物衛生法の
基準値（1000ppm）

以下であったが、民
泊では換気回数・
換気量が少ないた
め、CO2濃度は
1000ppmよりも高く

なった。就寝時には
2000～3000ppmを

超えたところもあり、
意識的に換気扇を
回すなどの対応が
必要である。
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• ビジネスホテルでは、
外気温度に関わら
ず居室の温度は
25℃前後に保たれ

ていたが、民泊では
外気温度の影響を
受け居室温度が低
いところもあった。
宿泊者自ら意識的
にエアコン等で室温
調節するなどの対
応が必要である。
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• ビジネスホテルでは、
居室湿度が低く乾
燥気味であった。一
方、民泊の居室は
60％前後の相対湿

度であった。しかし、
民泊では浴室の湿
度はかなり高いま
まであった。浴室の
換気が不十分であ
るため、浴室湿度
が高いまま保たれ、
その影響で居室の
相対湿度が保たれ
ているものと思われ
る。
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• 浮遊粉じん濃度は、
民泊、ビジネスホテ
ルとも、建築物衛生
法の基準値（0.15 
mg/m3）以下であっ
た。



ATPふき取り調査
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• ATPふき取り調査の

結果は、ビジネスホ
テルでは、濃度は
低かったが、民泊で
は、洗面蛇口や冷
蔵庫内部で高い濃
度を示したところが
あった。洗面蛇口や
冷蔵庫内部は清掃
が十分行き届いて
いない恐れがある。



ハウスダスト（敷布団・枕・床）
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• 寝具や床のハウス
ダストの量を計測し
たところ、ビジネス
ホテルの床のダスト
量が多く出た。これ
は、ビジネスホテル
の床がカーペット敷
きであることが影響
していると思われる。



ハウスダスト（エアコンフィルター）
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• エアコンフィルター
のハウスダスト量は、
一部の民泊で大き
な数値が出た。エア
コンの清掃頻度や
清掃方法に問題が
あると思われる。



アレルゲン量（Der f1）
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• 寝具・床のアレルゲ
ン量（ダニフン由来
アレルゲンDer f1）
を見ると、一部の民
泊の枕で高い数値
が出た。



アレルゲン量（Der f2）
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• 寝具・床のアレルゲ
ン量（ダニ虫体由来
アレルゲンDer f2）
も、一部の民泊の
枕で高い数値が出
た。



虫体確認
表 部位別ダニ数（チリダニ科）

押入れ 寝具部

民泊

N1 布団下 0（10）
N2 ベッド下 2
N3 布団-ベッド間 3
N4 ﾏｯﾄﾚｽ-敷布団間
N5 布団下 14
N6 ｼｰﾂ-ベッド間 12
N7 ｼｰﾂ-ベッド間
N8 布団下 1
N8 布団下-床フローリング間 0
N9 ｼｰﾂ-ｴｱｰﾍﾞｯﾄﾞ間 15
N10 ｼｰﾂ-ｴｱｰﾍﾞｯﾄﾞ間 1

ビジネス
ホテル

HO1 ﾏｯﾄﾚｽ-ベッド台座間 2
HW2 ↑ 4
HN3 ↑ 0
HK4 ↑ 0

※N1のみ（ ）内にニクダニ科を示す。
※0.09m2(30cm×30cm)から採取された数を示す。
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• 一部の民泊では、
布団下やベッド下、
シーツとベッドの間
などからダニの虫
体も確認された。



建物由来 清掃由来
• 室内に設置された給湯器
• 中廊下に設置された給湯
器

• エアコン後施工によるめし
あわせ部の隙間

• エアーベッドによる冷気
• ベッドシーツが無い
• 元店舗改装による居住環
境への影響

• エアコンフィルターの汚れ
• 冷蔵庫内部の食品（飲
みかけの水・ケーキ）

• シーツのホコリっぽさ
• 虫（くも・ゴキブリ）
• 異臭（キッチン下・居
室）

• 前泊者の衣類
• 使用済み歯ブラシ
• 窓サッシの汚れ・カビ跡

N1~N10の衛生上の問題点
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• 10件の民泊調査か

ら、建物由来、清掃
由来の汚染状況に
ついて、左の表のよ
うな問題が確認で
きた。

• 建物由来では、住
宅ならではの内装・
設備が背景にある。
エアコン工事の不
適切な施工や用途
変更時の改装が汚
染の原因と考えら
れるものもあった。

• 清掃由来では、不
十分・不適切な清
掃が汚染の原因と
なっている。

• 滞在者由来のトコジ
ラミについては、今
回の調査では確認
できなかった。



実測調査から見た
清掃の効果
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調査概要
調査日時：2020年10月4日～ 11月15日
調査対象：大阪府内で簡易宿所の許可を取って運営している民泊
測定方法：ATPふき取り調査

スワブ法を利用した一般生菌
清掃条件：以下の二つの方法による清掃前後の汚染度と一般生菌を比較する。

・標準的な清掃方法（次ページスライド参照）
・一部変更した清掃方法（拭き取り掃除について、界面活性剤(0.2%
アルキルアミンオキシド)を含む薬剤を使用した方法に変更。雑巾は往
復させずに一方向で何回か拭き取る。また、床面の清掃については、掃
除機崖に加えて、「クイックルワイパー立体吸着ウエットシートストロング」
にて固い床部分をしっかりとふき取る。）
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• 清掃前後の汚れ値（一般
生菌・ATP）の変化から、宿

泊に伴いどのような部位
が汚染されるのか、また清
掃方法の違いにより汚染
の除去効果が異なるのか
を調べた。

• 簡易宿所の許可を得て運
営している民泊において、
宿泊客が使用した居室の
清掃前後の試料を取得し
分析した。



民泊Aの
標準的な
清掃方法

部屋の換気 窓、換気扇、玄関、エレベーターホール
シーツ、タオル リネンへ
寝具・クッション等 消臭剤→掛布団を干す。
各部 フローリングワイパーで掃除

（換気扇カバー、レンジ、冷蔵庫、テレビ台、バス換気扇、電気、エアコン、壁飾り）
上拭き テーブル、テレビ台、窓際、照明器具、靴箱上
掃除機 ベッド下、玄関、靴箱内、洗濯機スペース、カーペットは特に念入り
ユニットバス 目と手で汚れ、ザラつきを確認

水で流して洗剤で洗う バス、洗面台、トイレ床
＊シャワーカーテン ぬめりやすい・排水口 3か所
水気をタオルで取る→雑巾でふく（天井と壁も） 水滴跡を残さない
トイレ掃除 便器、便座、タンク
汚物入れ、トイレブラシ拭く
ハンドソープ、歯ブラシセット（粉チューブ）チェック
シャンプーボトル3本 汚れ、残量チェック

キッチン 食器類を洗う
カトラリー、棚内チェック（水気や汚れはないか）
ドライヤー、ブラシ
ケトル、レンジ、冷蔵庫を拭く
お茶セット 各4セットづつ、シュガー10個、クリープ5個
壁、鏡、コンロ台を拭く
排水口カゴ、シンク内を洗って拭く

和布団スペース 床拭き、粘着クリーナー
ベッド ベッドメイキング
仕上げ 寝具、クッション、座布団、カーペットを粘着クリーナーで掃除
床拭き 雑巾がけ 玄関、洗濯機スペース、壁、冷蔵庫隙間、コンセント、ドア
スリッパ 消毒
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一般生菌

74

• 「通常」条件の清掃
では、カラン（洗面）、
カラン（キッチン）、
食卓上、キッチンカ
ウンターなどで一般
生菌の数は清掃後
に減少しているが、
部屋中央、冷蔵庫
前の床、ドアノブ（ユ
ニットバス）では清
掃後の方が一般生
菌数が増加してい
た。→清掃によって

かえって一般生菌
を広げてしまった可
能性がある。

• 「変更」条件の清掃
では、いずれの箇
所も清掃後の一般
生菌の値は大幅に
減少した。
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ATP指標
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「通常」条件での清掃前後のATP値 「変更」条件での清掃前後のATP値

• 「通常」条件、「変
更」条件とも、いず
れの箇所も清掃後
のATPの値は減少し
た。

→清掃前の測定値か

らカランやドアノブ
の汚染度が高いこ
とがわかる。

→一般生菌・ATP値の

変化は、適切な手
法（雑巾の扱い方
や有効な薬剤の使
用など）による清掃
が汚染除去に効果
があることを示唆し
ている。逆に、不適
切な清掃はかえっ
て汚染を広げる恐
れがある。



自治体の対応

76



条例の制定状況と担当部局（平成31年4月1日時点）

77

・権限移譲されている保健所設置自治体103のうち、条
例を制定しているのは58（56.3%）。
・都道府県は47都道府県中19（40.4%）、市区は56市区
中39（69.6%）。
・新法民泊の担当部局は、衛生部局単独が73.8％、観
光部局単独が11.7％、衛生・観光部局共同が13.6％。



京都市の町家保全・活用と民泊規制

• 1990年代半ば京町家再生

• 2005年～京町家再生ファンド

• 2012年4月「京都市伝統的な木造

建築物の保存及び活用に関する
条例」帳場なし可

• 2012年「京都市旅館業法施行細

則」改正～京町家の一棟貸しを
特例として認める。帳場なし可

• 2013年12月「京都市空き家の活

用、適正管理等に関する条例」制
定

京町家の再生支援

宿泊施設への転用促進 • 2015年12月「民泊」対策プロジェクト
チーム

• 2015年12月～16年3月 京都市民泊
施設実態調査

• 2016年4月産業観光局と保健福祉局
に担当を配置

• 2016年7月民泊通報・相談窓口設置

民泊取締・規制

78

• 京都市では、住宅宿泊事
業法制定前から、京町屋の
再生支援の目的で旅館業
法の施行規則の改正や空
家の活用条例を定めてい
る。違法民泊の取り締まり
にもいち早く取り組んでい
る。



特別区における条例制定の背景

• 特別区長会、主管衛生部長会が国・都に要望

⇒ 「特別区」に指導・条例制定の権限を要望

〇背景 各区で議会質疑有、協議会設置の区も違法民泊が多い
が調査・指導には限界

〇用途地域は各区・市で格差; 都は条例制定なし

〇旅館・ホテルが集中している地区では旅館業組合等からも意見
あり

〇「閑静な住宅都市」が特性の区では区長も慎重

〇国際交流、ホームステイ関連の区民からの意見

＜家主の在・不在、起業動機の相違＞

★特区の実績は「大田区」のみ⇒ノウハウの還元 79

• 東京特別区では、特
別区長会や主管衛
生部長会が、特別区
に指導・条例制定の
権限を与えてくれるよ
う要望した。

• 区により事情や背景
はさまざまである。た
とえば、墨田区は住
居専用地域がないこ
とから、条例制定を
行わないことにしてい
る。

• 特区民泊の実績があ
るのは大田区のみな
ので、特別区の勉強
会などで経験やノウ
ハウを還元している。



「ガイドライン」「ルール」について

条例に落とし込めない事業者の責務等や詳細なルール

（接道からの距離など）を規定

各区の実情に応じた対応を「ルール」「ガイドライン」として制定。
事前相談・区民への広報で周知

●都のガイドラインも「衛生管理」の事項が少ない

●各区は、パブコメであった庁内意見・住民の危惧等

をある程度、反映させた

●条例ではないため、罰則や強制はできない行政指導の範囲

→ 公開されていることもポイント

（違法民泊の情報提供、地域での解決力）
80

• 条例に落とし込めな
い各区の実情に応じ
た対応を、「ルール」
や「ガイドライン」とし
て制定し区民に周知
している。

• 都のガイドラインにも
衛生管理に関する事
項は少ないため、各
区での対応が必要と
されている。

• ガイドラインでは罰則
や強制はできないが、
ルールを決めて公開
することで区民の協
力を得たり、地域で
の対応につながるこ
ともある。ルールがあ
ることが区民の安心
感にもつながる。



条例の内容（令和元年11月20日時点） ※観光庁HPから抜粋

81

• 条例を定めている自
治体の多くは、近隣
住民とのトラブルの
削減や住居専用地
域の環境を良好に保
つために、民泊を開
設できる区域や期間
の制限を設けている。

• 港区は、「たばこルー
ルの順守」など独自
の規制も課している。



千代田区住宅宿泊事業の実施に関する
ガイドライン（抜粋）

第７事業者の業務に関する指導

２ 宿泊者の衛生の確保（法第５条関係）

（２）定期的な清掃

イ前回の清掃から１週間経過している場合は、新たな宿泊客の利用直前に必ず清掃すること。

（３）定期的な換気

ア居室の窓開け等による換気及び除湿は、最低週１回以上かつ宿泊客の変更の都度行うこと。

14 トコジラミ発生時の対応

近年のトコジラミには薬剤耐性を持つものが多いため、通常の殺虫剤では効果が無く、却って

その被害を広げる恐れがあることから、直ちに専門業者に駆除を依頼すること。また、民泊指

導課にその対応について報告すること（規則第７条）。

82

• 自治体によっては、
ガイドラインで、衛生
管理の手法について、
具体的に触れている
ところもある。

• 例えば千代田区のガ
イドラインでは、定期
てな清掃の頻度とし
て「前回の清掃から1
週間経過している場
合は次の利用客の
前に必ず清掃するこ
と」、定期的な換気の
頻度として「最低週1
回以上かつ宿泊客の
変更の都度行うこと」
としている。また、トコ
ジラミ発生時の対応
について専門業者へ
の駆除依頼や民泊
指導課への報告を課
している。



施行前後の実績＜中野区＞
民泊・旅館関連の相談件数

平成２８年度 ３２８件

（開設相談２０４、苦情７４、その他５０）

平成２９年度 ３６１件

（開設相談２０７、苦情８８、その他６６）

★平成３０年９月２１日現在 苦情施設１２８件

★苦情 短期の外国人の出入りが不安

深夜のスーツケース音、会話、騒音

ごみのルールの不徹底、無許可の疑い

家主不在で「苦情対応」に難
83

• 中野区における住宅
宿泊事業法施行後
の相談件数を見ると、
平成28～29年度は

開設相談が多いが、
苦情の相談が徐々に
増加している。

• 苦情の内容は、騒音
やごみ出しの問題が
多い。家主不在型の
施設が多いため苦情
対応が難しい状況で
ある。

• 今年度は新型コロナ
ウイルス感染症の拡
大により海外からの
外国人観光客が激
減しているため、苦
情相談はほとんどな
いと思われる。



住宅宿泊事業・旅館業施設数
<中野区＞

平成３０年９月２１日現在

１ 住宅宿泊事業 届出受付 １２１件

（受理９０、廃止１４、受理待ち１７）

２ 旅館業法施設（近年、急増）

旅館・ホテル 許可７件 申請中６件

簡易宿所 許可１９件 申請中７件

旅館業法施設に関する苦情も増加

84

• 中野区の住宅宿泊事
業・旅館業の施設数
を見ると、住宅宿泊事
業の届出も増えてい
るが、旅館業法施設
の申請も増加している。
これは旅館業法の改
正により集合住宅の 1 
室など小規模な施設
でも旅館業が出来る
ようになったことによ
る。

• 旅館業法施設の急増
に伴い、旅館業法施
設に関する苦情も増
加している（詳細は次
ページ参照）。



急増する簡易宿所のギャップ・課題
＜事例＞教育委員会への意見照会が急増し教育委員
会への保健所の出席・説明を要した

・民泊との違いが分からない

・旅館業法に基づく意見照会の焦点、目的

・不許可にならないなら・・・という意見

＜事例＞事業開始の事前説明なく、許可の申請直前に、
狭隘な木密地域で旧アパートを活用した事業が判明。多
数の近隣住民が署名運動

・保健所は住民・事業者双方に対応

（文書による事業者への「助言」も実施）
85

• 旅館業法の改正により1
室からでも簡易宿所が
開設できることになった
が、区民には民泊との
違いがわからず混乱を
きたしている。

• 例えば教育委員会への
意見照会が急増し教育
委員会に保健所が出
席・説明を要した事例や、
事業開始前に住民説明
会を開かずに木密地域
で民泊を開設しようとし
たため保健所が間に
入った事例があった。

• 中野区では、「中野区旅
館業法施行条例」及び
「中野区住宅宿泊事業
の適正な実施の確保に
関する条例」の改正を予
定している（2020年3～4
月にパブコメを実施）。



感染症のヒヤリハット事例
●東南アジアからの大家族の旅行者

三名が「麻疹」に罹患し、区中央部の大学病院を受診

●検査結果が判明し、医療機関が最寄りの保健所に届出

指導はしたが、重症小児もスケジュールと費用面で離院

違法民泊の管轄保健所に、発生届が回送

●環境衛生監視員、保健師が訪問調査

（以前に苦情があるも、特定に至らなかった建物）

●既に他の外国人宿泊者が利用

●家族は出国済（関空⇒大阪・京都⇒東京⇒成田の経路）

麻疹は感染力が強い「飛沫核（空気）感染」

86

• 都内では、住宅宿泊事
業法施行以前に、すでに
民泊における感染症のヒ
ヤリハット事例が発生し
ている。

• 麻疹に罹った宿泊客が
いて、医療機関経由で保
健所に連絡がきたが、環
境衛生監視員・保健師が
民泊を特定して訪問調査
したときにはすでに他の
外国人宿泊客がその居
室を利用しており、り患し
ていた家族は出国した後
であった。→感染症発生

時の連絡・指導の体制の
見直しが必要である。

• 大阪府内の民泊では、
宿泊客に新型コロナ感
染症の陽性者が発生し、
スタッフが濃厚接触者と
判断され対応を迫られた
事例がある。



感染症対策部局の取組み

• 左：医療機関受診のた
めの多言語ガイドブック
(http://www.fukushihok
en.metro.tokyo.jp/iryo/
kansen/tagengoguide.fil
es/tagengogaido2019-
tanpage.pdf)

• 右：宿泊施設向け・感染
症対策クイックガイド
(http://www.fukushihok
en.metro.tokyo.jp/iryo/
koho/kansen.files/syuku
hakugaido.pdf)
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• 東京都では、感染症対
応部局が、外国人宿泊
客向けの医療機関受診
のための多言語ガイド
ブックや、宿泊施設向け
の感染症対策クイックガ
イドを作成している。

• 特別区では、このガイド
ブック等を、住宅宿泊事
業者の説明会等で配布
したり、広報・周知するな
どして活用しているところ
もある。



トコジラミに関する宿泊施設向けリーフレット
（豊島区）

88

• 豊島区のホームページ
には、「旅館・ホテルなど
の宿泊施設向けのトコジ
ラミ資料（臨時版）」が掲
載されている。

出典：豊島区HP
（http://www.city.toshima.lg.jp/214/kurashi/ese/nezumitomushi/gaichu/documents/20111rinjitokojirami-panfu.pdf）



トコジラミに関する観光客向け
リーフレット（パリ）

89

• フランス・パリ市では、観
光案内所に、観光客向
けのトコジラミに関する注
意喚起のリーフレットが
備えられている。



宿泊施設における
新型コロナウイルス感染症対策

90
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• 昨年1月に新型コロナウ

イルス感染症の患者が
国内で見つかったため、
厚生労働省から各自治
体に対し、旅館業営業者
等に対する周知を行うよ
う事務連絡が発出された。



宿泊施設等への融資制度

92

• 経済産業省では、新型コ
ロナウイルス感染症で影
響を受ける事業者に対
する融資制度を設けてお
り、生活衛生関係の事業
者向けには、「生活衛生
新型コロナウイルス感染
症特別貸付」「新型コロ
ナウイルス対策衛経融
資」「衛生環境激変対策
特別貸付」などがある。

出典：経済産業省HP（https://www.meti.go.jp/covid-19/pdf/pamphlet.pdf）



業種別ガイドライン

93

出典：内閣府HP（https://corona.go.jp/prevention/pdf/guideline.pdf）
全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会（http://www.yadonet.ne.jp/info/member/pdf/covid19-guideline-v1.pdf）

• 業種別に新型コロナウイ
ルス対策ガイドラインが
策定されており、宿泊施
設については2020年5月
に「全国旅館ホテル生活
衛生同業組合連合会」
「日本旅館協会」「全日本
シティホテル連盟」が連
名でガイドラインを発表し
ている。清掃作業や換気
などの具体的対策が記
載されている。

• 住宅宿泊事業について
は、全国的な協会や組
合がないため、どのよう
な対策が業界で行われ
ているのか不明。



宿泊施設向けの自治体の補助金制度

94
出典：北海道HP（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kkd/R2_syukuhakuhojyokin_gaiyou.pdf）

福岡県HP（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/561662_60590691_misc.pdf）

• 自治体によっては、宿泊
施設を対象に、コロナ対
策としての衛生管理に
関する消耗品・備品の
購入や機器・設備の整
備に対して、補助金を支
給しているところがある。

• サーモグラフィーや空気
清浄機、非接触型体温
計の購入などが補助対
象とされている。

• 担当窓口は観光部局が
多く、観光振興が目的と
なっている。



宿泊施設の認証制度

95
出典：那須塩原市HP（http://www.city.nasushiobara.lg.jp/02/documents/20201119_05.pdf）

玉名市HP（https://www.city.tamana.lg.jp/dl?q=77286_filelib_4d7923193e6b30d2982922a13dfaccec.pdf）

• 栃木県那須塩原市や熊
本県玉名市などでは、
新型コロナウイルス感染
症対策に取り組む宿泊
施設などを認証する制
度を始めている。

• 一般社団法人観光品質
認証協会が運営する宿
泊施設の第三者認証制
度「サクラクオリティ」も
ある。同協会は、感染症
対策実践マニュアルな
ども無料で公開している。



民泊の感染症対策に関するパンフレット
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出典：国立保健医療科学院HP（https://www.niph.go.jp/soshiki/09seikatsu/arch/brochure.html）

• 昨年度、厚生労働科学
研究「住宅宿泊事業に
おける衛生管理手法に
関する研究」により、民
泊における感染症対策
の啓発資料としてパンフ
レットを英語・中国語(簡
体字)・ハングル語・日本

語で作成した。各自治体
の住宅宿泊事業の担当
部局宛に数部ずつ配布
したが、科学院のホーム
ページからもダウンロー
ド可能なので、活用して
いただきたい。



まとめ：簡易宿所・民泊の衛生管理の課題

• 違法民泊は減少してきた。今後は、合法民泊や旅館業法改正以降に増えてき
た1室・1棟型の旅館業施設に対する監視指導が必要である。

• 特に衛生管理については、現状を踏まえて以下のような取り組みが必要である。

• 住宅宿泊事業者、住宅宿泊管理業者、管理業務の再委託・再々委託を受ける事業者（清
掃業者等）など、ステークホルダーが多い。関係省庁との連携を取り、ステークホルダーの
把握・監督を行えるよう、庁内の体制を整える。

• 事業者の環境衛生に対する関心や認識は低いが、研修会の実施や啓発資料の配布など
を求める事業者は少なくない。業界団体任せではなく、行政が積極的に関与し、事業者の
知識や技術の向上を図る。

• 新型コロナウイルス感染症の流行は、感染症対策や衛生管理についての知識や経験を積
む良い機会となっている。現状は、感染症対策部局や観光部局が中心になり取組みが行な
われているが、生活衛生部局も連携し業務に取り組む。
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＜参考＞衛生管理を考えるうえで配慮すべきポイント

１）ホテルと住宅の造作の違いに気を付ける。

２）旅館業法の改正により、民泊と旅館業の境界が曖昧になっている面もあるが、ホテルと民泊
の営業の仕組みの違いに気を付ける。

• 制度が異なるため求められる基準（フロントの有無、営業日数、ロケーション等）に相違があるが、住民には制度の
違いは分かりにくい。

• 民泊はホテル・旅館よりも事業規模が小さいところが多いが、一方で関係者（住宅宿泊事業者、住宅宿泊管理業者、
住宅宿泊仲介事業者、清掃業務者等）が多数で、責任所在が曖昧である。

３）衛生管理（衛生上の安全管理）に対する啓発を促し、関係者の意識の向上を図る。
• 一般的な清掃をしっかりするよりも、安全管理のための衛生管理という認識を高めることが重要かつ必要である。

• 感染症に対する知識・技術を事業者に持ってもらうよう働きかける。

• 清掃業務は再委託・再々委託されることが多いが、事業者数の増加に伴う過当競争があり、末端にいくほど価格競
争のあおりをうける。適切な清掃がじっしできるよう、それに見合う正当な価格統制も必要かもしれない。

• 清掃業務者には主婦やアルバイトが多く、外国人労働者の参入も増えている。業務内容について、誰にでもわかりやすい
マニュアル化（清掃員用チェックリスト、安全対策マニュアル、インスペクター用マニュアル等の作成）が必要と思われる。
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